大阪府条例第　　　号

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

第一条　職員の退職手当に関する条例（昭和四十年大阪府条例第四号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本額）

第三条　（略）

２　前項に規定する者のうち、傷病（厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第四十七条第二項に規定する障害等級に該当する程度の障害の状態にある傷病をいう。次条第二項並びに第五条第一項及び第二項において同じ。）又は死亡によらず、その者の都合により退職した者（第十二条第一項各号に掲げる者を含む。）に対する退職手当の基本額は、その者が次の各号に掲げる者に該当するときは、前項の規定にかかわらず、同項の規定により計算した額に当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

一―三　（略）
	（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本額）

第三条　（略）

２　前項に規定する者のうち、傷病（地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）第八十四条第二項に規定する障害等級に該当する程度の障害の状態にある傷病をいう。次条第二項並びに第五条第一項及び第二項において同じ。）又は死亡によらず、その者の都合により退職した者（第十二条第一項各号に掲げる者を含む。）に対する退職手当の基本額は、その者が次の各号に掲げる者に該当するときは、前項の規定にかかわらず、同項の規定により計算した額に当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

一―三　（略）

	
	


第二条　職員の退職手当に関する条例の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第五項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条の規定に基づき、職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける職員の退職手当に関し必要な事項を定めるものとする。
	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第六項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条の規定に基づき、職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号。以下「給与条例」という。）の適用を受ける職員の退職手当に関し必要な事項を定めるものとする。

	
	


附　則
この条例は、公布の日から施行する。ただし、第二条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。
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